
第１１章 大学院独立研究科

第１節 社会文化科学研究科

第１項 設置までの経緯

社会文化科学研究科は１９９５年４月に発足した新しい研究科である。まず、その成立

の経緯から振り返ることにする。

千葉大学の人文・社会科学系では、１９８５年に社会科学研究科と文学研究科が発足し

て以来、さらに博士課程の設置を求める声が高まった。そして、自然科学研究科の一

部が発足した１９８６年に、総合大学院設置特別調査委員会の下に「人文・社会科学系総
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合研究科部会」が置かれ、以後、同部会ならびに同部会内ワーキンググループにおい

て検討が行われた。その後、１９８９年には、第２小委員会内に「人文・社会科学系総合

研究科問題専門部会」が設置され、１９９０年には同専門部会の配置が変更されて、第１

小委員会内に「人文・社会科学系総合研究科設置計画専門部会」が設けられ、検討が

進められた。当初は、総合大学院といってもそのイメージがつかめず、また、研究科

の構成を考える際にも、他大学に比べてどのような特徴を出すかということでも苦労

があった。１９９２年には、「人文・社会科学研究科」の概算要求が提出されたが、成功

せず、翌年には「国際比較社会文化研究科」の概算要求が提出されたが、教養部の改

組問題もあって、文部省の理解は得られなかった。しかし、同年には調査費がつき、

いよいよ準備は本格化した。

その後１９９４年に、改めてつくった「日本研究」と「都市研究」の２専攻を柱にした

「社会文化科学研究科」構想に、文部省で好感触が得られたところから、準備作業は

一挙に進展した。そして、１９９４年９月には、新たに評議会によって「社会文化科学研

究科設置準備委員会」が設けられ、１０月に「規定等専門部会」および「カリキュラム

等専門部会」が設けられて、設置準備の最終段階に入ることになった。１１月から研究

科参加予定教員の予備審査が始まり、翌年１月に本審査が行われ、結局全員が審査に

合格した。こうして、１９９５年４月に社会文化科学研究科が発足した。

第２項 独立の総合大学院

次に社会文化科学研究科の特徴を説明したい。

社会文化科学研究科は、後期３年のみの独立の大学院である。つまり、学部の上に

積み重ねられて修士課程・博士課程と続く大学院ではなく、学部や修士課程とは独立

した研究領域と組織を持つ独立した博士課程である。本研究科を構成する教員は、文

学部、法経学部、教育学部、園芸学部などに所属しているが、同時に、別個の組織で

ある本研究科にも属している。

また、本研究科は、自然科学研究科とともに、総合大学院という性格を持ってい

る。それは、上に述べた諸学部の学問的ディシプリンの単なる寄せ集めではなく、こ

れまでの人文・社会科学の方法論の見直しをも含みつつ、新しい総合的科学をめざす

ものである。

本研究科は、人間の社会と文化の諸側面がますます複合的に発展している現状に比

して人文・社会科学がますます細分化・専門化されつつあることに鑑み、従来の学問
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領域を越えた総合性と学際性を「社会文化科学」という高度な学問次元において実現

し、２１世紀の諸課題に答える優れた研究者と職業人を育成しようとする大学院なので

ある。

しかし、学問の総合化・学際化といっても、１日にできるものではない。諸学の授

業科目を並べるだけでもできるものではない。そのことを考えて、本研究科は「日本

研究専攻」と「都市研究専攻」という２専攻を設けることにした。「日本研究専攻」

には、「日本社会論講座」と「国際比較論講座」が置かれ、「都市研究専攻」には、

「現代都市論講座」と「社会変動論講座」が置かれた。それぞれの講座には、６つず

つの教育研究分野が置かれた。日本研究においても、都市研究においても、現代的で

実践的な問題への関心を重視し、それらの問題を歴史的・基層的背景に照らして考察

するようにしている。それは、日本と都市という具体的な複雑系の研究を通じて、旧

来の学問の問題設定や方法を見直し、新しい総合的・学際的な学問のあり方を探ろう

という意図からである。その点では、本研究科は、他の総合大学院と比べて、きわめ

てユニークな発想に立っている。

教育面では、本研究科は、教員チームによる指導、全体研究会による総合的指導を

特徴とする体制をとっている。

また、本研究科は、留学生や社会人に対して特別の配慮を払うことにしており、昼

夜開講制や早期修了制を弾力的に運用することになっている。

なお、本研究科の教員構成は、文学部、法経学部を中心に、教育学部、園芸学部か

らも参加してできた。教員の予算定員は３６名であるが、本研究科は流動定員方式を採

用していて、研究科を構成する教員は教授６０、助教授３３、講師１、合計９４名で出発し

た。大学設置審議会の審査でも、大学院担当資格なしという判定は１つも出ないとい

う、充実したスタッフを持っていたが、教養部の廃止と時期が重なり、教養部からの

移籍教員が十分には参加できなかった。

第３項 始 動

社会文化科学研究科は、１９９５年度予算によって、設置された。初代研究科長には、

文学部の南塚信吾教授が選出された。４月に、設置とともに学生募集と入学試験（応

募者３７名）を行い、新入生１５名を迎えて４月２８日に入学式を挙行した。

入学式とともに、学生の指導教員チームを作り、また学生を含めた研究プロジェク

トを発足させ、教育体制を運営した。同時に、研究科としての総合性をはかるため、
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７月と１９９６年３月に学生と教員全体による全体研究会（前期と後期）を開催した。

本研究科の設置を記念する事業として、１９９５年９月２７日に設置記念式典・祝賀会を

催し、９月２８～３０日にアジア諸国や欧米から日本研究の専門家を招いて国際シンポジ

ウム「２１世紀における日本研究の発展のために」を開催し、日本研究の問題点、将来

の発展方向などについて議論をした。日本研究は本研究科の２つの柱の１つであるの

で、このような国際的な研究組織の一中心になりうるか否かが問われるところであ

る。

運営の面では、研究科委員会の多くの機能を代行する研究科運営委員会を中心に、

学務委員会、入学試験委員会、そして国際化、社会化、情報化の作業部会が組織され

た。

２年度の入学試験は、１９９６年２月に行われ（応募者４６名）、１９名の新入生を迎え

た。初年度は組織を歩み始めさせるだけで終わったが、２年度は組織の運営の点検や

細部の詰めを行うととともに、いくぶん研究教育に力を回せるようになった。

２年生については、学位論文の準備に向かって、論文計画や論文題目の提出を求

め、また、学術論文や書評論文の作成を促した。研究科としての総合性をはかるた

め、７月と３月に学生と教員全体によって行われる全体研究会（前期と後期）は本研

究科の特徴の１つとなってきた。

研究体制面では、文学部、法経学部との協議をふまえて、将来計画作業部会におい

て、本研究科の将来計画としての区分制大学院についての基本方針を取りまとめ、研

究科委員会で承認をえた。

この間、１２月には、国内外の専門家を招いて国際シンポジウム「都市の危機と再生

―トランスモダンの都市『千葉』の視野を求めて」を主催し、多くの参加者のもと

に、熱心な議論を展開した。都市研究も本研究科のもう１つの柱である。これも今

後、学界的な中心として発展できるのか否かが注目される。

１９９７年２月に行った入学試験には多数の応募者（６４名）があり、すぐれた学生が多

く、２９名が入学した。

第４項 展 開

１９９７年４月からは、法経学部の岩田昌征教授が研究科長となった。最初の２年間

は、研究科の存在を、学問を志す公衆に知ってもらうための行動や、研究科のアイデ

ンティティを全構成メンバー（院生、教員、事務職員）が自己確認してもらうための
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活動が中心であったとすれば、３年目からは、社会文化科学研究科の本来的任務に取

り組むことになった。つまり、学位請求論文の作成、審査に向けての活動である。個

別の指導のほか、研究プロジェクトや全体研究会等を生かして、学生の学位請求論文

の作成の環境が整備された。

その結果、１９９８年３月に３名の博士を生み出すことができた（なお、このうちの１

名、インドネシアのハルワニ・ミフロブは、論文の最終審査を前にして亡くなるとい

う不幸に見舞われてしまったことを附記しておく）。

この間、１９９７年１２月に国際シンポジウム「単一言語国家と多言語国家における異文

化接触の諸問題」を共催し、ヨーロッパを中心に多数の講師が招待され、興味深い討

論が行われた。また、１９９８年３月に、１９９５年以来進めてきたプロジェクトの成果とし

て、『都市研究機関のネットワーク形成に関するアンケート』が刊行されたことを強

調しておきたい。これは都市研究を行う全国の公立・民間の研究機関に対し、都市研

究のネットワーク形成の必要性・可能性についてアンケートを行ったものである。

１９９８年２月に行われた入学試験（応募者４８名）では、２３名が入学した。この結果、

４年度における博士課程の在学者は総計８０名を数え、その指導体制も厳しいものにな

った。研究科長の指導のもと、学位請求論文の作成指導に従来以上に重点が置かれ

た。その結果、１９９８年９月末で４名の学位請求論文が提出され、１９９９年２月にもさら

に数本の論文が提出される予定となった。このように社会文化科学研究科の評価は定

着し、１９９９年２月の入学試験には７３名が応募してきた。

学生の構成について一言すると、基本的には本学の修士課程出身者の比率が高い

が、他大学の出身者も３割近くを占めた。また留学生の比率も、３割程度を占めてい

る。さらに、近年は、社会人学生の入学が増えつつあることが注目される。

この間、研究科では、１日ないし１日半の国際シンポジウムを多様なテーマに関し

て年間数回開催することにし、１９９８年７月に日本の沖縄研究者の全面的参加によりシ

ンポジウム「沖縄の新生に向けて」を開催、１１月にはイギリスのロナルド・ドーア教

授等を招いて、「日本における社会改革のヴィジョンと新しい制度のモデル」という

テーマのシンポジウムを開いた。また、同じ１１月には、大学院の社会化という観点か

ら、従来、大学が宗教界との知的交流を敬遠してきたことを反省して、「白田貴郎禅

師に聞く会」を開催、宗教と近代の問題を討論した。さらに１９９９年３月には「南・東

南アジアの都市における文化的・社会的多元性」を開く予定である。
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第５項 新 施 設

１９９８年度の補正予算によって、念願の本研究科の建物ができることになった。これ

は本研究科の固有の施設部分と、文学部と法経学部の不足分の施設を合わせたスペー

スを持つものとなるはずである。この建物は、本研究科のいっそうの発展に貢献する

とともに、本学の人文・社会科学系の学問的拠点としても重要な役割を演ずるものと

思われる。

しかし、これで本研究科としても、施設がないから学生指導ができないとか、学生

の側にしても部屋がなくて研究が進まないといった逃げ口実は許されず、まさに、本

研究科の真の力量がこれから問われることになると言わざるをえない。

第６項 今後の課題

本研究科は、首都圏の一角をなす千葉市にあり、成田の新東京国際空港に隣接し、

京葉工業地帯と後背部の農村や漁村とのはざまにあるという本学の地理的立地条件を

生かして、日本研究と都市研究を発展させ、それを通じて人文・社会科学系の新しい

学問的発展を模索するものである。

しかし、なお、前途には大きな課題が横たわっている。第１には、本研究科が独立

研究科であるための事務組織を持たないことである。施設はできたが、事務的な組織

の欠如はなお解決していない。

第２に、学位請求論文作成の具体的な指導を、総合性を維持しながら進めること

は、大変難しい。指導教員チームの運営、研究プロジェクトの推進、全体研究会の維

持・発展には、教員と学生の大きな発想の転換が必要であることを、知らされてい

る。自然科学研究科の場合にもそうであったように、既成の諸科学の総合化・学際研

究の発展といっても、一口では実現しないということである。総合化や学際化は、既

存の諸科学の基礎を見直さずには、実現しないわけであり、いざ実際の場になると、

旧来の方法や学問体系へのこだわりはどうしても出てこざるをえない。したがって、

具体的な研究プロジェクトなどへの取組のなかで、既存の学問の意義と新しい総合化

の志向とのせめぎあいが起こることになる。そのせめぎあいが、どういう方向で決着

していくかが、本研究科の鍵となる。

第３に、本研究科を５年制の区分制大学院とする改組を行うことが必要である。す
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でに自然科学研究科は、これに移行しているが、社会文化科学研究科も、この体制に

移行することによって、千葉大学全体としての大学院重視の体制が完成するのであ

る。しかし、これも、構成学部・大学院の歩みの相違や、魅力あるコンセプトの未開

発によって、おくれている。

最後に、本研究科は、本学における人文・社会科学系の総合大学院として、また、

全国でもユニークな日本研究と都市研究という専攻を持つ大学院として、大きな社会

的責任を負っている。千葉地域のみならず、首都圏、日本全国、さらには国際的に

も、人文・社会科学系のアカデミック・センターとしての機能を期待されている。し

かし、これに応えるのは容易なことではない。とくに、教員の負担が多様になり、ま

た当面はいくぶん増加しているために、さらに負担が増えることを警戒する雰囲気が

ある。全学的な教員の負担が調整され安定してくれば、ゆとりも出てくると思われる

が、それまではこの社会的責任を果たすのは容易ではないと思われる。
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第２節 自然科学研究科

第１項 成立の経緯

本学における自然科学研究科を含めた総合大学院構想は、中央教育審議会の答申に

もとづき、大学院設置基準の制定（１９７４年３月）、独立大学院の創設（１９７６年５月）

といった法的整備がとられたことに始まる。
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１９７６年８月に学長から、評議会内第３小委員会に医学系、薬学系、看護系を除く総

合大学院構想について諮問があり、同委員会で基本構想について検討して６学系（人

間文科系、コミュニケーション科学、環境科学、生命科学、材料・生産科学、理論・

物性科学）研究科の構想がまとめられた。

１９７７年９月には第３小委員会検討をもとに、評議会に「千葉大学総合大学院問題特

別調査委員会」を設置し、その下部組織として前記６学系に専門委員会を設けて総合

大学院構想に関する全学的レベルの検討を開始している。１９８１年５月には６学系の一

部を変更し、コミュニケーション科学系を社会科学系に、材料・生産科学系を生産科

学系に改めている。

自然科学研究科の芽生えは、１９７９年７月に総合大学院構想（環境科学系、資源・材

料・生産科学系および理論・物性科学系の３研究科）を、また１９８０年７月に総合大学

院構想（環境科学、材料・生産科学および理論・物性科学系の３研究科）を概算要求

の重点事項として文部省に提出したときにみられる。以後紆余曲折をみるが、１９８３年

３月に総合大学院問題特別調査委員会を設置し、具体的検討は評議会内第４小委員会

で行うこととなる。第４小委員会においては、１９８３年４月に総合大学院設置構想推進

に関する学長方針にもとづき、環境科学系、生産科学系および理論・物性科学系の３

研究科構想を１つにまとめ、自然科学総合研究科（仮称）とする計画立案のために、

同委員会の下にワーキンググループとして総合大学院に関する委員会が設置され

る。

総合大学院に関する委員会は自然科学総合研究科設置計画の概要案（３専攻案）を

まとめ、１９８４年３月第４小委員会で了承をとり解散する。以後、具体的な計画案は総

合大学院設置特別調査委員会（委員長 井出源四郎学長）および同委員会の下にある

自然科学総合研究科部会（主査 山本博工学部長）があたることになる。ここに、理

学部、工学部、園芸学部を中心にして、文学部、教育学部および教養部の教員の協力

による自然科学総合研究科が具体化される。この間に連合大学院構想、各学部の上に

つくる独立大学院構想なども浮上する。

１９８４年６月に自然科学総合研究科（３専攻）が１９８５年度概算要求の重点事項として

評議会の了承を受けて文部省に提出されたが、採択にいたらなかった。１９８４年９月か

ら自然科学総合研究科部会で再検討を行って１９８５年５月に自然科学総合研究科設置計

画がとりまとめられた。さらに１９８５年６月に総合大学院設置委員会で了承され、ひき

つづいて評議会の了承を経て、同じく１９８６年度概算要求の重点事項として文部省に提

出された。
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これらの経緯を経て、１９８６年４月に生産科学系が千葉大学大学院工学研究科生産科

学専攻（後期３年博士課程）として設置され、１９８７年４月に千葉大学大学院理学研究

科数理・物質科学専攻（後期３年博士課程）が設置される。１９８８年４月に千葉大学大

学院自然科学研究科環境科学専攻（後期３年博士課程）が設置され、前記の工学研究

科生産科学専攻および理学研究科数理・物質科学専攻が自然科学研究科に振り替えら

れて名実ともに自然科学研究科が３専攻からなる後期３年の博士課程独立研究科とし

て発足した。

図２―１１―２―１に教育研究組織を示す。

第２項 設置の趣旨・目的

千葉大学大学院自然科学総合研究科（後期３年博士課程）設置計画（１９８５年６月）

から以下に採録する。

最近における科学技術の著しい進歩発展に伴ない、学術研究科は、各専門分野ごと

にますます細分化、専門化されていく一方、宇宙科学や環境科学のように、従来の学

図２―１１―２―１ 教育研究組織（博士後期課程）

専 攻 講 座 分野

数理科学 ８

物質基礎科学 ７

数理物質科学 物質構造分化科学 ７

物質機能科学 ９

像形成科学 ７

生産工学 ７

システム工学 ７

自然科学研究科 生産科学 計測情報科学 ７

生物生産基礎科学 ７

生物工学 ７

生物資源生産学 ７

環境基礎科学 ７

環境動態学 ７

環境科学 デザイン科学 ７

居住空間学 ７

環境計画学 ６
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問体系だけでは対応しきれない新しい境界領域・学際領域にわたる研究の推進が要請

され、新しい学術研究体制の確立が必要とされる段階にある。

また、自然科学研究分野における多くの研究活動においては、巨大プロジェクト研

究などの例にみられるように、基礎から応用まで、理論から実践までと極めて幅広い

分野を必要とし、各分野の総合的協力によって、はじめて全体としての成果が期待さ

れる。

このような状況にかんがみ、本研究科においては既存の組織や学問分野の区分にと

らわれず、総合的かつ学際的教育研究を進めるに必要な横割形組織を構成し、学術研

究の一層の発展を期待するとともに、学部修士課程によって培われた各専門分野にお

ける基礎学力と研究能力を基礎として、さらに高度な知識と幅広い応用能力をそな

え、新しい課題に積極的に取り組む意欲のある研究者・科学技術者を育成するもので

ある。

この目的のために本学では、理学部、工学部、園芸学部を中心として文学部、教育

学部および教養部の教員の協力のもとに、新しい教育・研究組織による自然科学総合

研究科（後期３年の博士課程）を設置しようとするものである。

また、本研究科では特に、前述のような人材養成とともに、社会人の受入れおよび

外国人留学生の受け入れをも積極的に行うこととしている。

第３項 改組と改組計画

自然科学研究科は発足後、定員以上の博士号を授与し、順調にその使命の遂行に携

わるが、科学技術の展開と社会的要請などを踏まえて理念のさらなる達成のために改

組を重ねることになる。

�１ 情報システム科学専攻（博士課程）の成立

各専攻、各講座で個別に存在する情報科学的な要素をもつ教育研究分野を情報科学

の視点から再構成し、相互の連携を保つために、本研究科は１９９４年に情報システム科

学専攻（博士課程）を成立させて４専攻体制となる。構成人員には文学部に在籍して

いる教員、教養部に在籍していた教員が多数参加した。

この背景には情報教育研究に対する全学的取り組みがあった。１９８９年に「情報処理

環境整備委員会」を全学的組織として発足させて施設、教育体制の見直しと将来構想

を立案し、総合情報処理センターと学内各部局との情報ネットワークの整備、一般情
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報処理教育の充実などを実施した。加えて教育研究面では工学部に情報工学科、機能

材料工学科、工学研究科に情報工学専攻（修士課程）、理学部に遺伝子生物学講座、

地球環境学講座、園芸学部に園芸経営情報学講座、また文学部に認知情報科学講座を

設置するなどの拡充改組をへて学内各部局に情報科学研究の拠点ができ、人材もそろ

ってきた。これらの教育研究組織を統合して情報科学という学問体制のもとに改組に

より博士課程の専攻を成立させたわけである。

図２―１１―２―２に教育研究組織を示す。

�２ 新改組構想

日本の現在の国際的地位を保ちつつ、国民生活を保持するには創造的科学、技術を

創製しなければならないという古く、新しい命題から、本研究科は国際化を図り、専

門制の一層の高度化と専門間の総合交流という両面を充実することが不可欠であると

考え、１９９４年３月から将来構想検討委員会を発足させて博士前後期課程に関わる新改

組構想をとりまとめてきており、完成に向かいつつある。

図２―１１―２―２ 教育研究組織（博士後期課程）

専 攻 講 座 分野

物質基礎科学 ７

物質構成科学 ７
物質科学

物質機能科学 ９

像形成科学 ７

数学・情報数理学 ９

生命情報科学 ７
情報システム科学

ソフトウェア科学 ７

認識情報科学 ７

自然科学研究科

生産工学 ７

生産システム工学 １０

生産科学 生物生産基礎科学 ７

生物工学 ７

生物資源生産学 ７

環境基礎科学 ７

環境動態学 ７

環境科学 デザイン科学 ７

居住空間学 ７

環境計画学 ６
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（前期課程）�
自然科学研究科�

専　　攻�

（後期課程）�

専　　攻�

（修士課程）�

工
学
研
究
科�

専　　攻�研究科�

園
芸
学�

研
究
科�

理
学
研
究
科�

数 学 専 攻 � 数学・情報数理学専攻� 物 質 科 学 専 攻 �

多 様 性 科 学 専 攻 �
環 境 科 学 専 攻 �
生 産 科 学 専 攻 �
情報システム科学専攻�

環 境 計 画 学 専 攻 �
生物資源科学専攻�
像 科 学 専 攻 �
物 質 工 学 専 攻 �
電子機械科学専攻�
知能情報科学専攻�
デザイン科学専攻�
生命・地球科学専攻�
理 化 学 専 攻 �

地 学 専 攻 �

工業意匠学専攻�

画 像 工 学 専 攻 �

生物生産科学専攻�
緑地・環境学専攻�
園芸経済学専攻�

機能材料工学専攻�
応 用 化 学 専 攻 �
電気電子工学専攻�
情 報 工 学 専 攻 �
機 械 工 学 専 攻 �
建 築 学 専 攻 �

生 物 学 専 攻 �
化 学 専 攻 �
物 理 学 専 攻 �

当初、大学院のあり方として、各学部の上につくる独立大学院の方向も考えられた

が、１９８８年の自然科学研究科設置の理念を尊重して教育研究体制を充実することにし

た。具体的には、本研究科に理学、工学および園芸学の３基幹修士課程を組み込み、

教育研究の基礎力の高度化を図ること、本研究科の専任教員を充実する大学院専用化

を進めて教育研究の高度化を図ること、国際化を進め、社会人に開放すること、新し

い専攻を新設して自然科学全領域を包合すること、地域科学研究機関との連携を図る

ことなどが盛り込まれている。この改組により専門基礎領域に関して深い理解、各専

門分野間の総合的な理解と応用力および国際的視野に裏付けられた展開力と判断力な

どを備えた人材を育成するわけである。

ａ．博士前後期課程と多様性科学専攻（後期課程）の成立

１９９６年には、理学、工学および園芸学の修士課程を本研究科に取り込み、前期１０専

攻、学術領域横断型の多様性科学専攻を新設し、後期５専攻として、博士前期課程２

年・博士後期課程３年の区分制大学院となった。多様性科学専攻４講座の各講座には

これまでの専任助手１名から専任の教授、助教授、助手各１名が配置され、また連携

機関から客員教授、客員助教授を迎えられることになった。なお純増は教授１名、助

教授２名、学年進行による助手４名であり、その他は、理学部、工学部、園芸学部の

基幹学部から振り替えられた。既設の修士課程と新設の前期課程関連および本研究科

の教育研究組織を図２―１１―２―３～５に示す。

図２―１１―２―３ 既設研究科（修士課程）と自然科学研究科（前期課程・後期課程）の専攻
の関連
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図２―１１―２―４ 教育研究組織（博士前期課程）

専 攻 講 座 分野
基礎数理学 ５

数学・情報数理学 応用数理学 ５
情報数理学 ４
基礎物理学 ５
計算物理学 ２
凝縮系物理学 ３理化学 基盤化学 ２
物質化学 ２
生命化学 ２
分子細胞生物学 ３
多様性生物学 ３

生命・地球科学 地球進化学 ２
地球ダイナミックス ３
地球環境科学 ３
デザイン科学 ５
デザイン計画 ４
建築・都市計画 ３デザイン科学 建築デザイン ２
建築構造学 ２
構造設計 ３
基礎情報学 ３
数理科学 ２知能情報科学 知識情報学 ３
計算機応用学 ３

自然科学研究科 機械材料工学 ３
機械エネルギー工学 ３
機械システム工学 ２
知能機械工学 ２電子機械科学 電気電子基礎 ４
物性デバイス ４
パワーエレクトロニクス ２
電子システム ３
無機応用化学 ３
物質科学 ２
有機精密化学 ２物質工学 高分子応用化学 ２
情報変換材料工学 ４
量子機能工学 ３
画像基礎工学 ３
画像材料工学 ３像科学 画像情報工学 ６
画像システム工学 ３
園芸植物科学 ４
生物生産基礎科学 ６
園芸植物工学 ４生物資源科学 生物資源化学 ５
園芸経営情報学 ３
生物資源経済学 ２
環境デザイン学 ６

環境計画学 環境植物学 ２
緑地環境システム学 ４
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ｂ．生命資源科学および人工システム科学専攻（後期課程）の成立

専攻としての社会的要請の大きい生物科学領域の独立と人工科学領域の高度化の推

進のために、本研究科は１９９７年に、生産科学専攻と情報システム科学の生命情報科学

講座とを改組し、環境リモートセンシング研究センターの協力をえて生命資源科学お

よび人工システム科学専攻を成立させ、６専攻体制となっている。改組後の教育研究

組織を図２―１１―２―６に示す。この改組にあたっては既設各講座１名の助手は教授、

または助教授に振り替えられ、純増は助教授１名、学年進行による助手７名であり、

その他は１９９６年の多様性科学専攻と同じである。

図２―１１―２―５ 教育研究組織（博士後期課程）

専 攻 講 座 分野

物質基礎科学 ７

物質構成科学 ７
物質科学

物質機能科学 ９

像形成科学 ７

数学・情報数理学 ９

生命情報科学 ７
情報システム科学

ソフトウェア科学 ７

認識情報科学 ７

生産工学 ７

生産システム工学 １０

自然科学研究科 生産科学 生物生産基礎科学 ６

生物工学 ７

生物資源生産学 ７

環境基礎科学 ７

環境動態学 ７

環境科学 デザイン科学 ７

居住空間学 ７

環境計画学 ７

相科学 ３

エネルギー多様性科学 ３

多様性科学 物質多様性科学 ３

地域多様性科学 ３

連携併任分野
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ｃ．物質高次科学、情報科学および人間・地球環境科学専攻（後期課程）の成立

本研究科は１９９８年には物質領域、情報領域、環境領域の高度化の推進のために物質

高次科学、情報科学および人間・地球環境科学専攻の成立をみて、新改組構想も最終

段階に入りつつある。すなわち、１９９９年以降に数学領域、物理領域を統合した新専攻

を成立させて今回の改組計画が完成することになるが、また新たな改組構想の始まり

図２―１１―２―６ 教育研究組織（博士後期課程）

専 攻 講 座 分野

物質基礎科学 ７

物質構成科学 ７
物質科学

物質機能科学 ９

像形成科学 ７

数学・情報数理学 ９

生命情報科学 ７
情報システム科学

ソフトウェア科学 ７

認識情報科学 ７

機械物理システム ７

電子機械システム ８
人工システム科学

電子・光システム ９

連携併任分野

自然科学研究科

環境基礎科学 ７

環境動態学 ７

環境科学 デザイン科学 ７

居住空間学 ７

環境計画学 ６

生命機構学 ７

生物生産システム学 ８

生命資源科学 生物工学 ８

生物資源学 １０

連携併任分野

相科学 ３

エネルギー多様性科学 ３

多様性科学 物質多様性科学 ３

地域多様性科学 ３

連携併任分野
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ともいえる。

図２―１１―２―７に教育研究組織を示す。この改組にあたっては純増３名であり、そ

の他はこれまでと同じである。１９９６年からの改組により６専攻、２２講座体制となり、

図２―１１―２―７ 教育研究組織（博士後期課程）

専 攻 講 座 分野

物質科学 ５

応用化学 ６

物質高次科学 機能材料科学 ４

物質基礎科学 ７

連携併任分野

情報システム科学 ６

認識情報科学 ６

情報科学 画像科学 ９

数学・情報数理学 ９

連携併任分野

機械物理システム ７

電子機械システム ８
人工システム科学

電子・光システム ９

連携併任分野

自然科学研究科

人工物デザイン科学 ５

地球環境科学 ４

環境形成科学 ６
人間・地球環境科学

環境システム科学 ６

環境建築学 ６

連携併任分野

生命機構学 ７

生物生産システム学 ８

生命資源科学 生物工学 ８

生物資源学 １０

連携併任分野

相科学 ３

エネルギー多様性科学 ３

多様性科学 物質多様性科学 ３

地域多様性科学 ３

連携併任分野
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表２―１１―２―１ 千葉大学大学院自然科学研究科博士後期課程連携先一覧

専 攻 連 携 研 究 所 等

物 質 高 次 科 学

理化学研究所

科学技術庁放射線医学総合研究所

厚生省国立がんセンター研究所

通産省工業技術院物質工学工業研究所

コニカ株式会社

情 報 科 学

沖電気工業株式会社

宇宙開発事業団

ソニー株式会社

富士写真フイルム株式会社

NTT基礎研究所

人工システム科学

石川島播磨重工業株式会社

株式会社フジクラエネルギーシステム研究所

川崎製鉄株式会社

人間・地球環境科学

株式会社地球科学総合研究所

国立歴史民俗博物館

株式会社東芝

農林水産省農業工学研究所

財団法人電力中央研究所

千葉県農業試験場

生 命 資 源 科 学

科学技術庁放射線医学総合研究所

千葉県立中央博物館

財団法人電力中央研究所

環境庁国立環境研究所

ヒゲタ醤油株式会社

農林水産省農業総合研究所

多 様 性 科 学

三菱化学株式会社横浜総合研究所

新日鉄株式会社

科学技術庁放射線医学総合研究所

花王株式会社基礎科学研究所

かずさDNA研究所

千葉県立中央博物館

通産省工業技術院地質調査所

竹中工務店技術研究所

財団法人国立公園協会
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本研究科の専任教員は、２２講座に教授、助教授、助手各１名と６６名体制となった。

１９９９年以降の完成時には７８名となる予定である。

第４項 専攻と教育・研究

�１ 専攻の内容

ａ．博士前期課程

数学・情報数理学専攻

数学が自然科学の基礎であることは論をまたない。自然界の現象は、数学的記述が

可能となってはじめて、その本質が法則として説明される。自然科学のこの手法は、

人文・社会科学の諸分野にも浸透し、数学はその体系化・定式化に大きな貢献をなし

つつある。一方コンピュータによる高度情報化社会の進展にともなって、情報科学の

重要性は広く認識されるようになり、その基礎理論を与える情報数理学の発展は今日

的課題である。もちろん純粋数学の理論の進化は基本的に重要であるが、情報科学を

はじめとする諸科学への応用をも志向することにより、双方の学問のさらなる発展が

期待できよう。

欧米諸国では、このような学際的研究が盛んであるが、わが国では、理論と応用と

の壁はなお高い状況である。しかし、理論と応用とは本来一体となるべきものであ

る。数学と情報数理学の融合による、総合的な教育研究を目的とする本専攻は、新し

い科学技術および情報化社会の真の基礎となるべき人材を育成するにふさわしいもの

である。

理化学専攻

自然界はさまざまな階層の物質から成立しているので、物質群の理解ならびに物質

を通してあらわれる物理法則の解明がきわめて重要である。理化学専攻では物質界の

法則性と物質群の特性・変換を教育・研究する。本専攻は、物理学３講座、化学３講

座から構成されている。物理学では基礎物理学、計算物理学および凝縮系物理学に関

する講座を、化学系では基盤化学、物質化学および生命化学に関する講座を擁して、

単独でも十分なる専門性を身につけることができる。本専攻では、従来の物理学と化

学とを互いの特徴をいかした高度の融合カリキュラムの実現をめざしている。物理学

と化学の融合は、絶対的な物質基礎修得を可能とするために、本専攻では持続的応用

能力を身につけた人材を育成できる。
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生命・地球科学専攻

地球上における生命の重要性はいうまでもない。生命科学および地球科学そのもの

も広範な領域をカバーする自然科学の基幹分野である。生命・地球科学専攻では生命

科学と地球科学とを融合したカリキュラムを備えており、分野だけでなく密接に関連

する生命と地球との境界領域についても理解を深めることができる。以上の考えか

ら、本専攻は５講座からなり、生物の生命機構、個体、群の相関や生態、種の成り立

ちおよび地球の進化や内部構造、そして地球環境との関連についての教育・研究を行

う。生命科学から地球科学におよぶ幅広い総合的教育・研究から、生命と地球環境に

関する幅広い、そして高度な見識をもつ人材を育成する。

デザイン科学専攻

デザインは快適な高度生活空間の創造には欠かせない必須のものである。デザイン

を総合的に把握するため、本専攻は、デザイン科学、デザイン計画、建築・都市計

画、建築デザイン、建築構造学および構造設計の６講座からなる。デザイン科学とデ

ザイン計画講座では、人間に関わるあらゆる状況を「もの」によって構成される環境

としてとらえ、人間と「もの」と環境との関係や関わり方を総合科学的視点に立脚し

て解明する。一方、建築・都市計画や建築構造学など建築学に関連した４講座では、

建築とその内外の空間、都市の計画とそれをかたちづくる建築構造の技術科学を扱

う。本専攻は自然科学分野としては応用化学に属し、創造性あふれる教育・研究分野

としての特色を有している各講座は、それぞれの専門分野の深化と相互の協力により

工業デザインや建築学を中心とする基礎研究の推進をはかり、広い視野と高度の専門

性を有した研究者、工業デザイナーや建築士等の専門職業人を育成する。

知能情報科学専攻

情報科学と工学はきわめて急激に進歩・発展しており、全学科と工学領域に多大な

影響を与えている。このため知能情報処理の高度教育が強く望まれている。この社会

的要請に対応できるように本専攻は基礎情報学講座、数理科学講座、知識情報学講座

および計算機応用学講座の４講座からなる。

知能情報処理に関する科学および技術を情報システムの構成法に関する部門、情報

処理を支える数理に関する部門、情報システムを活用した情報自体の処理に関する部

門、情報技術の応用に関する部門の４つの部門で取り扱う。

各講座は、それぞれの専門分野に対し研究を深めるとともに、相互の協力により知

能情報科学技術に関する基礎研究の推進をはかり、あわせて高度の専門性を支える基

礎的知識、課題発見能力問題解決能力をもつ職業人および研究者の育成を行う。

第２節 自然科学研究科

７２４



電子機械科学専攻

現代の人間社会は高度に電子化された機械群によって支えられている。このように

電子工学と機械工学との融合は技術的帰結である。このためいっそうの技術革新に対

応しうる人材養成にとっては、本専攻が必要である。

本専攻は８講座より構成され、従来の機械工学および電気電子工学等の各分野にお

ける生産科学に関する教育・研究を基礎から応用まで総合的かつ体系的に行う。生活・

生産活動の基礎であるエネルギーの流れと変換、機械、材料、加工、電子機械制御、

電子通信、情報伝送、機能性電子デバイス、電子・量子物性に関する基礎的・工学的

諸問題を、各専門分野の深化と分野相互および講座相互の協力により、生産科学に関

して幅広い視点にたって基礎研究の推進をはかると同時に、高度の専門性と広い視野

をもった研究者、専門職業人を育成する。

物質工学専攻

現代の物資社会は優れた材料科学と工学によって支えられている。また技術の進展

は、絶えずいっそう優れた新材料の創製を必要とする。物質工学専攻では新材料開発

に寄与しうるような高度な教育研究を無機応用化学講座、物質科学講座、有機精密化

学講座、高分子応用化学講座、情報変換材料工学講座、量子機能工学講座の６講座で

行う。これらの講座ではおのおの、物質プロセスの探究、新材料の開発、さらに物質

の諸特性の解明とその利用等に重点をおいた教育・研究を、原子・分子レベルに立脚

して行う。

各講座では、それぞれの専門性を深めると同時に相互協力によって物質工学に関し

て幅広い視点を身につけた人材育成をはかる。

像科学専攻

現代社会における画像創製およびその伝達は情報技術の進展にともなって、ますま

す重要となってきている。像科学専攻ではその重要な画像に関する科学と工学を教育

研究する。

本専攻は、画像基礎工学講座、画像材料工学講座、画像情報工学講座、画像システ

ム工学講座の４講座からなる。これら４講座が協力して、像情報の発生から流通、利

用にいたる過程の科学を像情報の記録、表示の材料とプロセスに関する講座で、情報

の画像化と像情報流通のシステム設計および最適化に関する講座で取り扱う。

４つの講座は、それぞれの専門分野の深化と相互協力により、像情報の有効な流通

に関する科学に関して幅広い視点にたった基礎研究の推進をはかり、あわせて高度の

専門性と広い視野をもった研究者、専門技術者を育成する。

第１１章 大学院独立研究科

７２５



生物資源科学専攻

生物資源科学専攻は園芸植物科学講座、生物生産基礎科学講座、園芸植物工学講

座、生物資源化学講座、園芸経営情報学講座、生物資源経済学講座の６講座からな

り、以下の内容に関する教育・研究活動が行われている。

１）資源植物栽培の基礎および応用に関連した栽培環境、品種、分類、生理、生態

育種、繁殖等。

２）生物資源生産に関わる土壌、植物栄養、病気、昆虫、微生物等の諸要因の解

析、ならびに化学物質の挙動・循環に関連した最適生産環境の創成・管理等。

３）植物の組織、細胞の培養方法、その装置および制御技術の進歩をうけて、新し

く進展した植物の育種、繁殖の方法等。

４）微生物・高等動物等の機能・素材を生物学と化学の手法を用いて解明し、利用

するためのバイオサイエンス・バイオテクノロジー等。

５）園芸の個別経営構造、地域的組織化とその環境保全に関する解析、経営・組織

の会計および情報の収集、蓄積、処理方法等。

６）国民経済のなかで、農業および農家と他産業との相互の関係を経営学的に検討

すること等。

上記の６講座が互いに協力し、高度な専門性と講座間の境界領域の理解を深めた人

材養成をはかる。

環境計画学専攻

地域・都市環境の把握と計画は快適な人間生活に欠かせないものである。環境計画

学専攻は、環境デザイン学、環境植物学、緑地環境システム学の３講座で構成されて

おり、人間生活に関わりの深い都市・地域環境を中心として、環境計画論的手法、な

らびにこれを具現化するための大気・土・緑・水環境の保全・創造を行う環境システ

ム論的手法を用い、環境の問題を総合的に取り扱う。

３講座の相互協力によって、日常の生活環境から国土スケールの環境問題、さらに

は地球環境問題にいたるまでの幅広い範囲を対象とした体系を確立し、あわせて高度

な能力を有した研究者と専門技術者を育成する。

ｂ．博士後期課程

物質高次科学専攻

現代文明の物質的基盤と物質観を形成するものは基礎研究に裏打ちされた優れた材

料群である。
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人類の歴史を顧みれば、人間社会に必要な新しい技術の立ち上げには必ず革新的な

新規高機能材料の創造がかかわってきた。このように高度な機能をもつ材料の基礎か

ら応用にわたる教育研究を行う。

物質の特性と機能は電子・原子・分子・クラスター・ナノ構造・組織構造などの異

なるレベルの構造と深く関連づけられる。物質高次科学専攻では優れた物質の創製と

物質の機能発現を高度にするためには、物質の高次構造の本質的理解が不可欠という

立場から、基本的な物質の構造、物性と機能、およびその応用との関連性を積極的に

教育研究する。

この教育研究の目的を遂げるために、物質高次科学専攻には、物質基礎分野と物質

理学的立場を重視した物質科学講座、工学的に重要な物質と材料の創製、物性制御と

を教育研究する応用化学講座、および材料がもつ化学的ならびに物理的機能と機能発

現を教育・研究する機能材料科学講座を配する。

物質高次科学専攻では、高度材料開発の持続的な基礎となる量子論、原子構造論、

熱力学、化学反応論等の基礎領域の修得を重視した教育を行う。特に、物質ならびに

材料の深い理解と広い視点に支えられた物質観の体得のために、理学と工学、化学と

物理学の異なる立場を総合して教育・研究にあたる点に特徴がある。

情報科学専攻

現今の電子計算機の進歩は加速的で、その大きなインパクトは、直接的な利用技術

の分野だけでなく、学問研究のあらゆる分野におよび、それにともなって情報科学の

概念は大きく広がっている。

このような理由から情報システム科学、認識情報科学等の分野の先端的な研究と画

像科学の先端的な研究とが情報科学の枠組みのなかで統合し、相互に影響をおよぼし

あい協力することは、どちらの分野にとっても新しい進歩を生む有力な可能性をもつ

ものであり、このような観点にたった研究を推進することは緊急の必要性をもつもの

である。

また、それぞれの分野は実社会において新しい発展と人材の育成が強く求められて

いることはもちろんであり、特に高度の情報処理および画像科学の研究者、技術者に

対する社会の要求は高い。しかし、一方では、広い視点にたって情報科学を先導する

ような学問的な基礎研究の推進をはかること、またそのような研究者を育成すること

が、社会的にも強く要請されている。

こうした背景のもとで、本専攻は上述のような情報科学に関して基礎から応用まで

の幅広い学術研究を積極的に推進し、この分野の研究者・科学技術者を育成するため
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の教育・研究を行う。

人工システム科学専攻

現代の生産技術体系を支える主要な領域は機械工学と電子・電気工学である。人類

の生活にとって電子技術と機械技術が重要なことはいうまでもない。しかし、生活の

質の向上と人間的な生産活動を保障するには、現在の技術的な枠組みからは限界にあ

る生産管理機能の代替システムの高度化とその完全化が強く求められている。

人工システム科学専攻は、これらの要請に十分応え得る人材を養成する。従来の機

械工学と電子・電気工学の領域は互いに異なる学術専門性を有していた。

しかし、学術と技術の進歩は著しく、電子技術の浸透と情報工学の浸透によって、

今や相互の専門領域の明瞭な区別が失われつつある。このような観点で、両領域を統

合し、相互交流を高めた新しい専門領域の創成が求められている。

また、新たな工学システムとして強く求められているのは、明らかに人工システム

の生物類似機能化である。人工システムへの導入が期待されている生物機能で重要な

ものは、運動、認識、伝達、自己増殖、知能、自己修復等である。また取り入れるべ

き対象には、生物系のもつ柔構造および生体エネルギーシステム等がある。また優れ

た人工システムの体系的教育と研究には、機械工学と電子・電気工学の統合のみでは

まだ不十分であり、認識、伝達機能を支える新しい生産技術分野の創成が欠かせな

い。

上記の理念にしたがって、機械工学と電子・電気工学分野に言語コミュニケーショ

ンシステム、環境リモートセンシング関連分野を加えて統合した人工システム科学専

攻は機械物理システム講座、電子機械システム講座および電子・光システム講座の３

講座より構成される。人工システム科学専攻は自然科学研究科の他専攻、他研究科、

関連企業や研究所との協力により、人工システム科学に関し幅広くかつ高度の教育・

研究を遂行する。

人間・地球環境科学専攻

従来環境科学については総合科学として基礎から応用におよぶすべての学術領域を

統合して高度な教育研究を行ってきた。しかし、広範な環境科学を重点的に地球規模

ならびに人間スケールの大きい地球環境と、国あるいは地方自治体程度の規模ならび

に人間の一生程度の時間スケールの人間環境とに大別し、多様化かつ深刻化している

環境問題に対処する教育・研究を行うことを目的に、本専攻は設立された。すなわ

ち、前者の地球環境分野においては、地球の生い立ちと将来の地球の運命を軸に、地

球深部および表層構造の変化と、それに対応して変化する地球の環境を、全地球的観
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点から教育・研究する。後者の人間環境分野においては、人間の日常生活に直接対応

させた環境、人間の生産物や建築物、住環境の最適システムとその安全等を教育・研

究する。

本専攻は、人工物デザイン科学講座、地球環境科学講座、環境形成科学講座、環境

システム学講座、環境建築学講座の５講座からなる。本自然科学研究科の他専攻、他

研究科、国公立の研究機関や関連企業の研究機関との協力により、幅広くかつ高度の

教育・研究を行う。

生命資源科学専攻

本専攻は、生物の示すさまざまな生命現象のメカニズムを探究し、生命の本質の理

解をめざす教育研究を行う生命科学と、生物の応用研究として、人間の存立にとって

最も基本的な重要性をもつ生物資源の生産と供給に関わる科学について、体系的に教

育・研究を行うことを目的に設立されたものである。近年のバイオテクノロジーの進

歩は人間の生活のさまざまな分野で大きな変革をもたらしているが、人類にとってよ

り安全で快適な生活を追求するためには、生物についてさらなる新知見を求め、これ

を応用していくことが望まれる。そのために本専攻では、生物そのものおよび生物資

源の生産に関わる科学について多様な専門分野の領域からの教育・研究を総合的に行

う。

本専攻は、生命機構学講座、生物生産システム学講座、生物工学講座、生物資源学

講座の４講座からなる。各講座は、それぞれの専門分野相互の協力により生命の本質

を探る生命科学、および生物資源の生産、供給、利用に関して幅広い視点にたった研

究の推進をはかり、あわせて高度の専門性と広い視野をもった職業人を養成する。地

域の国公立の研究機関や生産拠点の研究機関、食品・醸造業の研究機関等が教育・研

究に協力する。

多様性科学専攻

自然のシステムと技術システムは、種々の物質系の集合（集団）系として存在して

おり、集合（集団化）することで個々の物質系固有のものとは異なった多様な機能を

発現する。本専攻では、その集合系のなかの多様性を科学的に解明し、基礎研究から

応用分野にわたって展開することをめざして教育・研究を行い、多様な価値観をもっ

た社会を支える人材を育成する。

これまでの科学は、集合系を形成している個々の構成単位の構造と挙動を研究対象

とし、その総和で集合系の機能を理解できるとして、その基盤を培ってきた。これら

の学問展開が人類社会に多大の貢献をし、科学技術を支えてきたことはいうまでもな
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い。しかし、より豊かな社会の建設のためには、これまでの科学の限界を打破する新

たな理念と、それにもとづく総合的科学技術の開発が求められている。近年、構成す

る基本単位の構造から単純に理解できない集団系固有の多様性の存在が各専門領域に

おいて認識されはじめているが、このような個々に取り扱われていた集合（集団）系

における多様性とそれによる機能発現を組織的かつ総合的に把握し、統一的に理解

し、深化させることは、自然科学および技術システムを飛躍的に発展させるものであ

る。本専攻では、このような考えに立脚して、多様性科学に関する系統的な教育・研

究を行う。

本専攻は、粒子集合系の相構造等を原子や分子のレベルから研究する相科学、機

械、磁気、放射、生物等の広範なエネルギーの発現・動作機構の一般原理や多様性を

対とするエネルギー多様性科学、物質から生命、生物さらに人間社会との関わりをも

視野に入れた多様性の諸相を対象とする物質多様性科学、ならびに地域に密着した多

様性に焦点をあて大気、海流、物質の循環、地球階層構造と進化、都市の構造、設計

等の研究を行う地域多様性科学の４講座で構成されている。本専攻はまた本自然科学

研究科の他の専攻と協力するとともに、関連する研究所や企業等の研究機関の連携を

得て、多様性科学の幅広い教育・研究を遂行する。

�２ 教育の特色

他大学に比べ比較的特色があると考えられる点を以下に記述する。

１）入学に際して前期課程、後期課程とも大学卒業者、修士課程修了者に限定され

ることなく、同等の資格ありと認定すれば受験資格がある。

２）昼夜開講制により幅広い社会人が入学しやすくなっている。

３）博士課程の成立当初から広領域の視点、研究の継続制などの視点から複数指導

教員制をとっており、前期課程にも取り入れられている。

４）客員教授、客員助教授を配置し、地域研究機関と教育研究のネットワークを組

むことで幅広い領域の教育研究、人材育成に対応できる。

５）大学院に留学生専任教員の配置を予定している。

６）修士課程２年、博士課程３年の終了年限を短縮できる。この場合、１０単位まで

の単位認定を認めているが、他大学との単位交換制度は現在整備されていない。

７）博士課程の修了要件に他講座の授業科目２単位の履修を義務付けており、多様

性科学専攻では６単位となっている。
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第５項 教員数、入学定員、在学生数、修了者数等

発足当初からの推移を示す。なお、博士前期課程の入学定員は理学、工学、園芸学

の基幹修士課程を合わせた２３７名が１９９６年に改組後には４７０名と倍増している。

�１ 教 員 数

表２―１１―２―２ 教 員 数（博士前期課程）
１９９６年度

専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

数学・情報数理学 ３ １１ ８ １ ２０

理化学 ６ １６ １７ １ ３４

生命・地球科学 ５ １５ １６ ３１

デザイン科学 ６ １８ １２ ４ ３４

知能情報科学 ４ １０ ４ ２ １６

電子機械化学 ８ １７ ２０ １ ３８

物質工学 ６ １６ １６ ２ ３４

像科学 ４ １２ １６ ２ ３０

生物資源科学 ６ ２７ １３ １ ４１

環境計画学 ３ １１ ６ ２ １９

計 ５１ １５３ １２８ １６ ０ ２９７

１９９７年度

数学・情報数理学 ３ １１ １０ １ ２２

理化学 ６ １５ １８ １ ３４

生命・地球科学 ５ １７ １５ ３２

デザイン科学 ６ １６ １２ ５ ３３

知能情報科学 ４ ８ ４ １ １３

電子機械化学 ８ １３ ２１ １ ３５

物質工学 ６ １４ １３ ３ ３０

像科学 ４ １４ １３ １ ２８

生物資源科学 ６ ２８ １０ ３ ４１
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専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

環境計画学 ３ １１ ９ ２０

計 ５１ １４７ １２５ １６ ０ ２８８

１９９８年度

数学・情報数理学 ３ １２ １１ ２３

理化学 ６ １７ １８ １ ３６

生命・地球科学 ５ １９ １６ １ ３６

デザイン科学 ６ ２２ １５ ２ ３９

知能情報科学 ４ ８ ４ ４ １６

電子機械化学 ８ ２２ ２４ ３ ４９

物質工学 ６ １５ １４ ３ ３２

像科学 ４ １５ １５ ２ ３２

生物資源科学 ６ ２６ １４ ６ ４６

環境計画学 ３ １０ １２ ２２

計 ５１ １６６ １４３ ２２ ０ ３３１

表２―１１―２―３ 自然科学研究科 教員数（博士後期課程）

年 度 専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

１９８８年度

数理物質科学 ５

１

１

１

１

３９

３０

２９

１５

３ ７１

４５

生産科学 ６

３

３

３

３

４２

３６

２６

１８

６８

５４

環境科学 ５

０

０

４４

３０

１９

１５

１ ６４

４５

計 １６

４

４

４

４

１２５

９６

７４

４８

４ ２０３

１４４

１９８９年度

数理物質科学 ５

１

５

１

５

４１

３０

２７

１５

２ ７０

４５

生産科学 ６

５

６

５

６

４７

３６

２２

１８

６９

５４

環境科学 ５

１

３

１

３

４３

３０

１８

１５

６１

４５
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年 度 専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

計 １６

７

１４

７

１４

１３１

９６

６７

４８

２ ２００

１４４

１９９０年度

数理物質科学 ５

４

５

４

５

４５

３０

２１

１５

１ ６７

４５

生産科学 ６

６

６

６

６

４７

３６

２０

１８

６７

５４

環境科学 ５

２

５

２

５

４０

３０

１８

１５

５８

４５

計 １６

１２

１６

１２

１６

１３２

９６

５９

４８

１ １９２

１４４

１９９１年度

数理物質科学 ５

３

５

３

５

４６

３０

２５

１５

４ ７５

４５

生産科学 ６

６

６

６

６

５１

３６

２０

１８

７１

５４

環境科学 ５

５

５

５

５

４０

３０

２０

１５

６０

４５

計 １６

１４

１６

１４

１６

１３７

９６

６５

４８

４ ２０６

１４４

１９９２年度

数理物質科学 ５

４

５

４

５

４８

３０

２２

１５

３ ７３

４５

生産科学 ６

６

６

６

６

５６

３６

２１

１８

７７

５４

環境科学 ５

５

５

５

５

４４

３０

１８

１５

６２

４５

計 １６

１５

１６

１５

１６

１４８

９６

６１

４８

３ ２１２

１４４

１９９３年度

数理物質科学 ５

５

５

５

５

５０

３０

２４

１５

１ ７５

４５

生産科学 ６

５

６

５

６

５４

３６

２１

１８

７５

５４

環境科学 ５

４

５

４

５

４３

３０

１６

１５

５９

４５

計 １６

１４

１６

１４

１６

１４７

９６

６１

４８

１ ２０９

１４４

１９９４年度

物質科学 ４

４

４

４

４

３６

２２

１７

１１

５３

３３
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年 度 専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

情報システム科学 ４

２

２

２

２

３７

２４

２６

１２

２ ６５

３６

生産科学 ５

４

５

４

５

４０

３２

２５

１６

６５

４８

環境科学 ５

５

５

５

５

４７

３０

１４

１５

６１

４５

計 １８

１５

１６

１５

１６

１６０

１０８

８２

５４

２ ２４４

１６２

１９９５年度

物質科学 ４

４

４

４

４

３７

２２

１６

１１

５３

３３

情報システム科学 ４

３

４

３

４

３９

２４

２３

１２

６２

３６

生産科学 ５

４

５

４

５

３９

３２

２５

１６

６４

４８

環境科学 ５

５

５

５

５

４２

３０

１５

１５

５７

４５

計 １８

１６

１８

１６

１８

１５７

１０８

７９

５４

２３６

１６２

１９９６年度

物質科学 ４

４

４

４

４

３２

２２

１５

１１

４７

３３

情報システム科学 ４

４

４

４

４

３９

２４

２０

１２

５９

３６

生産科学 ５

３

５

３

５

３３

３２

１５

１６

４８

４８

環境科学 ５

５

５

５

５

３３

３０

１６

１５

４９

４５

多様性科学 ４

２

４

５

４

７

８

２４

１６

１７

８

４１

２４

連携併任分野 （６） （３） （９）

２

４

５

４

１６

１８

２３

２６

１６１

１２４

８３

６２

２４４

１８６

計 ２２ （６） （３） （９）

１９９７年度

物質科学 ４

４

４

４

４

２８

２２

２４

１１

５２

３３

情報システム科学 ３

２

３

２

３

３１

１８

１４

９

２ ４７

２７
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年 度 専 攻 名 講座数
専 任 教 員 数 兼 任 教 員 数

教授 助教授 講師 助手 計 教授 助教授 講師 助手 計

人工システム科学 ３

３

３

３

３

６

６

１７

１４

２１

７

３８

２１

連携併任分野 （４） （２） （６）

環境科学 ５

４

５

４

５

３０

３０

１８

１５

４８

４５

生命資源科学 ４

３

４

４

４

７

８

２９

２４

１６

１２

２ ４７

３６

連携併任分野 （４） （２） （６）

多様性科学 ４

４

４

４

４ ２

８

１０

２４

１６

１７

８

４１

２４

連携併任分野 （６） （３） （９）

１０

１１

１１

１１

１０

１４

３１

３６

１５９

１２４

１１０

６２

４ ２７３

１８６

計 ２３（１４） （７） （２１）

１９９８年度

物質高次科学 ３

２

３

１

３

３

６

２１

２２

２２

１１

４ ４７

３３

連携併任分野 （４） （２） （６）

情報科学 ３

２

３

１

３

２ ５

６

３５

２２

２４

１１

５ ６４

３３

連携併任分野 （４） （２） （６）

人工システム科学 ３

３

３

３

３ ２

６

８

１９

１４

２１

７

４０

２１

連携併任分野 （４） （２） （６）

人間・地球環境科学 ５

４

５

３

５

１ ８

１０

２９

２６

２９

１３

３ ６１

３９

連携併任分野 （４） （２） （６）

生命資源科学 ４

３

４

５

４ １

８

９

２９

２４

１４

１２

２ ４５

３６

連携併任分野 （４） （２） （６）

多様性科学 ４

４

４

４

４

３

４

１１

１２

２６

１６

１４

８

４０

２４

連携併任分野 （６） （３） （９）

１８

２２

１７

２２

６

７

４１

５１

１５９

１２４

１２４

６２

１４ ２９７

１８６

計 ２２（２６）（１３） （３９）

※ 上段は現員、下段は定員、（ ）書きは客員を示す。
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�２ 入学定員と在学生数

表２―１１―２―４ 自然科学研究科 入学定員と在籍学生数（博士前期課程）

年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 計

１９９６年

数学・情報数理学 ２４

２

２８

２

２８

理化学 ４６

１

５２

１

５２

生命・地球科学 ４３

３

４７

３

４７

デザイン科学 ６３

１６

９２

１６

９２

知能情報科学 ２７

５

３２

５

３２

電子機械科学 ６３

１０

９８

１０

９８

物質工学 ５４

２

６０

２

６０

像科学 ４９

８

４３

８

４３

生物資源科学 ６８

１１

８０

１１

８０

環境計画学 ３３

３

２９

３

２９

計 ４７０

６１

５６１

６１

５６１

１９９７年

数学・情報数理学 ２４ ２１

２

２５

２

４６

理化学 ４６ ４９

１

５１

１

１００

生命・地球科学 ４３

１

４４

３

４２

４

８６

デザイン科学 ６３

８

８３

１５

９０

２３

１７３
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年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 計

知能情報科学 ２７

５

３２

５

３２

１０

６４

電子機械科学 ６３

４

９３

１０

９６

１４

１８９

物質工学 ５４

２

６８

１

５８

３

１２６

像科学 ４９

３

５１

８

４２

１１

９３

生物資源科学 ６８

５

６８

１１

７６

１６

１４４

環境計画学 ３３

３

３４

３

２８

６

６２

計 ４７０

３１

５４３

５９

５４０

９０

１，０８３

１９９８年

数学・情報数理学 ２４ １６ ２６ ４２

理化学 ４６ ５１ ４９ １００

生命・地球科学 ４３ ４６

１

４８

１

９４

デザイン科学 ６３

１１

１０７

７

８８

１８

１９５

知能情報科学 ２７

７

３５

５

３５

１２

７０

電子機械科学 ６３

５

９２

４

９７

９

１８９

物質工学 ５４

１

７１

２

６７

３

１３８

像科学 ４９

６

５０

３

５１

９

１０１

生物資源科学 ６８

５

６２

５

７３

１０

１３５
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年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 計

環境計画学 ３３

６

３１

３

３３

９

６４

計 ４７０

４１

５６１

３０

５６７

７１

１，１２８

＊上段は留学生で内数

表２―１１―２―５ 自然科学研究科 入学定員と在籍学生数（博士後期課程）

年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 ３年次 計

１９８８年

数理物質科学 １５

１

１５

４

２４

５

３９

生産科学 １８

８

２７

４

１７

３

２５

１５

６９

環境科学 １５

６

２５

６

２５

計 ４８

１５

６７

８

４１

３

２５

２６

１３３

１９８９年

数理物質科学 １５

２

１２

１

１５

４

２４

７

５１

生産科学 １８

４

１６

８

２７

４

２２

１６

６５

環境科学 １５

２

２１

６

２４

８

４５

計 ４８

８

４９

１５

６６

８

４６

３１

１６１

１９９０年

数理物質科学 １５

２

１６

２

１２

４

２２

８

５０

生産科学 １８

８

１９

４

１６

１０

３３

２２

６８

環境科学 １５

５

１８

３

２１

６

２４

１４

６３

計 ４８

１５

５３

９

５９

２０

７９

４４

１９１

第２節 自然科学研究科

７３８



年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 ３年次 計

１９９１年

数理物質科学 １５

５

２２

３

１７

２

２２

１０

６１

生産科学 １８

１０

２５

７

１８

７

２５

２４

６８

環境科学 １５

１０

２５

５

１７

５

３０

２０

７２

計 ４８

２５

７２

１５

５２

１４

７７

５４

２０１

１９９２年

数理物質科学 １５

６

１６

５

２２

２

２６

１３

６４

生産科学 １８

１３

２３

１０

２５

９

２７

３２

７５

環境科学 １５

８

２３

１０

２４

７

３２

２５

７９

計 ４８

２７

６２

２５

７１

１８

８５

７０

２１８

１９９３年

数理物質科学 １５

２

２０

６

１７

５

３０

１３

６７

生産科学 １８

１１

２２

１３

２３

１１

３３

３５

７８

環境科学 １５

１３

２６

８

２１

１３

４０

３４

８７

計 ４８

２６

６８

２７

６１

２９

１０３

８２

２３２

１９９４年

数理物質科学

２

１８

９

２４

１１

４２

物質科学 １１ １９ １９

情報システム科学 １２

１０

１８

１０

１８

生産科学 １６

８

２０

１０

２０

１７

３３

３５

７３
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年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 ３年次 計

環境科学 １５

１２

２２

１２

２４

１６

４５

４０

９１

計 ５４

３０

７９

２４

６２

４２

１０２

９６

２４３

１９９５年

数理物質科学

４

２６

４

２６

物質科学 １１

５

１５ １８

５

３３

情報システム科学 １２

３

１９

１０

１７

１３

３６

生産科学 １６

１３

２８

８

２０

１３

２８

３４

７６

環境科学 １５

１５

３５

１２

２１

１５

４０

４２

９６

計 ５４

３６

９７

３０

７６

３２

９４

９８

２６７

１９９６年

数理物質科学

２

１３

２

１３

物質科学 １１

４

１４

５

１５ １８

９

４７

情報システム科学 １２

７

２９

３

１９

１０

１６

２０

６４

生産科学 １６

１

１３

１３

２８

１１

３０

２５

７１

環境科学 １５

１４

２４

１５

３５

１６

３６

４５

９５

多様性科学 １９

１１

３６

１１

３６

計 ７３

３７

１１６

３６

９７

３９

１１３

１１２

３２６

１９９７年

数理物質科学

１

７

１

７
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年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 ３年次 計

物質科学 １１

２

１０

３

１３

５

２３

１０

４６

情報システム科学 ９ ６

７

２８

５

２５

１２

５９

生産科学

１

１２

１７

４０

１８

５２

人工システム科学 １５

６

１６

６

１６

環境科学 １５

１０

２７

１４

２４

１９

４５

４３

９６

生命資源科学 ２２

５

３３

５

３３

多様性科学 １９

６

２２

１１

３５

１７

５７

計 ９１

２９

１１４

３６

１１２

４７

１４０

１１２

３６６

１９９８年

物質高次科学 １９

２

１６

２

１６

情報科学 １９

１１

３０

１１

３０

人工システム科学 １５

３

１４

６

１６

９

３０

人間・地球環境科学 ２５

１７

３６

１７

３６

生命資源科学 ２２

７

１８

５

３２

１２

５０

多様性科学 １９

８

２７

６

２１

１１

３５

２５

８３

物質科学

２

１０

３

１３

５

２３

情報システム科学 ６

７

２８

７

３４
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年 度 専 攻 名
入 学

定 員

在 籍 学 生 数

１年次 ２年次 ３年次 計

環境科学

９

２７

１４

２４

２３

５１

生産科学

１

１２

１

１２

計 １１９

４８

１４１

２８

１１２

３５

１００

１１１

３５３

＊上段は留学生で内数

�３ 修了者数

表２―１１―２―６ 自然科学研究科 修了者数（博士前期課程）

修了年度

専 攻 名

計数学・情

報数理学
理化学

生命・地

球科学

デザイン

科学

知能情報

科学

電子機械

科学
物質工学 像科学

生物資源

科学

環境計画

学

１９９７

１

２０

１

４９

２

３７

１５

８２

４

２９

１０

９０

１

５６

８

４１

１１

６９

３

２８

５６

５０１

＊上段は留学生数で内数
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第６項 運 営 組 織

現在の運営組織を図２―１１―２―８に示す。なお、副研究科長は１９９６年から配置され

ている。

研究科委員会は教員の人事、予算、学生の身分、教育課程など、全般にわたる事項

について審議するもので、当初の年２回から現在では年４回ないし５回開催されてい

る。

運営委員会は、研究科委員会の実質的な審議事項を効率よく、意思決定を円滑に、

実行するとともに、研究科委員会から付託された事項を審議するもので、９月を除き

毎月開催される。

表２―１１―２―７ 自然科学研究科 修了者数（博士後期課程）

修了年度

専 攻 名

計数理物質

科学
物質科学 生産科学 環境科学

情報シス

テム科学

多様性科

学

人工シス

テム科学

生命資源

科学

１９８８

３

１６

３

１６

１９８９

１

１４

１

１２

２

２６

１９９０

２

９

６

２２ １３

８

４４

１９９１

１

１０

５

１５

１

１１

７

３６

１９９２

２

１６

７

１７

４

１４

１３

４７

１９９３

３

１８

６

２１

５

１２

１４

５１

１９９４

５

１４

１２

２１

９

２２

２６

５７

１９９５

２

１３

１０

１６

９

１９

２１

４８

１９９６

１

４ ９

６

１２

９

１５

６

６

２２

４６

１９９７ １

１

１０

９

１９

１２

２６

２

１１

２４

６７

＊上段は留学生数で内数
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研究科委員会�

構成員・研究科長�
　　　・副研究科長�
　　　・専任の教授�
　　　・必要により�
　　　　助教授を加�
　　　　えることが�
　　　　できる。�

構成員・研究科長�
　　　・副研究科長�
　　　・前期専攻長�
　　　・後期専攻長�
　　　・後期講座主任�
　　　・総務委員長�
　　　・予算委員長�
　　　・学務委員長�
　　　・入試委員長�
　　　・研究科長が必�
　　　　要と認めた者�

構成員・研究科長�
　　　・副研究科長�
　　　・前期専攻長�
　　　・後期専攻長�

構成員・研究科長�
　　　・副研究科長�
　　　・入試委員長�
　　　・理学、工学、�
　　　　園芸各部長�
　　　・研究科長が必�
　　　　要と認めた者�

○常置委員会�

環境計画学専攻会議�

数学・情報数理学専攻会議�

物質高次科学専攻会議�

多様性科学専攻会議�

生命資源科学専攻会議�

人間・地球環境科学専攻会議�

人工システム科学専攻会議�

情報科学専攻会議�

理化学専攻会議�

生命・地球科学専攻会議�

デザイン科学専攻会議�

知能情報科学専攻会議�

電子機械科学専攻会議�

物質工学専攻会議�

像科学専攻会議�

生物資源科学専攻会議�

総務委員会�

予算委員会�

学務委員会�

入学試験委員会�

○特別委員会�

自己点検評価委員会�

放射線同位元素委員会�

有害廃棄物処理委員会�

防災対策委員会�

運営委員会�

前
期
課
程�
後
期
課
程�

運営委員会�

専攻間連絡会議�

図２―１１―２―８ 大学院自然科学研究科管理運営組織

第２節 自然科学研究科

７４４



第７項 お わ り に

自然科学研究科は、改組途中で５０年史の原稿を書かざるをえない状況にあり、変則

的な教育研究組織を示さざるをえない。とはいえ新改組計画は順調に進行しており、

かならずやその計画を達成できるものと確信しているが、社会の変化や科学技術の展

開などにより、また新たな構想をたて教育研究の活性化をはかるとともに社会的要請

に応えなければならなくなるだろう。

今回の改組を画して教育研究組織上の強化がなされたとはいえ、施設、設備の充実

といった面ではその達成度は低い。特に１９９１年に自然科学研究科棟６，１６２m２が建設さ

れて以来、前期課程、後期課程とも入学定員が倍増しているにもかかわらず施設整備

は全く行われていない状況である。ハード面をソフト面で補うのも限界を超えている

だけに施設設備が急がれるところである。

なお、１９９８年度の工学部改組により工学系の前期講座の名称は学年進行により工学

部と同一のものとなる。

また、１９９９年に千葉大学サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの設置

が予定されている。（平成１０年度補正予算）

第１１章 大学院独立研究科
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